予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費　　　
	事業名　次世代自動車推進費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　     商工労働部　新産業・エネルギー振興課　エネルギー・成長産業係

　                 電話番号：058-272-1111（内2935）
　E-mail：c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    1,182 千円（前年度予算額：     1,182千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,182
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,182

	要求額
	1,182
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,182

	2月2日時点
査定額
	1,182
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,182

	決定額
	1,182
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,182


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）

岐阜県では運輸部門におけるエネルギー消費の削減と再生可能エネルギーの有効活用を目的として電気自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）及び燃料電池自動車（ＦＣＶ）等次世代自動車の本格的な普及に向けて各種施策に取り組んでいる。

平成２５度までは「岐阜県ＥＶ・ＰＨＶタウン推進マスタープラン」で定めた行動指針による普及啓発活動や国の次世代自動車充電インフラ整備促進事業を活用した施策を推進してきた。
平成２６年度からは「岐阜県次世代エネルギービジョン」に掲げる目標実現のため、本格的な普及期突入を睨んだ充電インフラ導入支援や啓発活動を行ってきた。
（２）事業内容

①スマートコミュニティ推進フォーラムWGの開催
・次世代自動車の県内での普及促進を図るために設立した「岐阜県次世代自動車推進協議会」を発展的に見直し、スマートコミュニティ推進フォーラムの次世代自動車ワーキンググループとして運営を継続する。

　・次世代自動車を取り巻く社会情勢や公共交通のグリーン化技術動向等の情報共有・発信。

　・開催予定：２回程度

・フォーラム賛同者のうち、次世代自動車及び公共交通に関心を持つ者

約６０人（自動車メーカー、銀行、産業支援機関、自治体等が参加）

②県負担・補助率の考え方
　事業費は県費で対応する。
③類似事業の有無
　　なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	100千円
	基調講演講師

	旅費
	232千円
	講師費用弁償・出張旅費

	需用費
	609千円
	公用車消耗品・修繕費等

	役務費
	54千円
	郵送料

	使用料
	67千円
	会場使用料等

	負担金
	120千円
	日本EVクラブ年会費

	合計
	1,182千円
	


	　２月２日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県次世代エネルギービジョンに基づき、ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶの普及を進める。
（２）国・他県の状況

　　　経済産業省がＥＶ・ＰＨＶの普及にむけ、ＥＶ・ＰＨＶロードマップを策定し、2020年に100万台の普及目標を掲げている。
　　　同じくＦＣＶの普及にむけ、水素・燃料電池戦略ロードマップを策定し、2020年に4万台の普及目標を掲げている。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成２２年度に策定（同２８年３月改訂）した「岐阜県次世代エネルギービジョン」に掲げているＥＶ・ＰＨＶ普及目標（2020年54,500台）を達成する。
　同じく、ＦＣＶ普及目標（2020年1,059台）を達成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目標値
	達成率

	ＥＶ・ＰＨＶの導入台数
	    （H　）
	2,418台
（H26）
	3,659台
（H27）
	54,500台
（H32）
	％
6.7

	ＦＣＶの導入台数
	    （H　）
	2台
（H27）
	12台
（H28.8）
	1,059台

（H32）
	％
1.1

	
	（H　）
	(H　)
	(H　)
	(H　)
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　各種イベント・会議を開催

 　 ジャパンEVラリー2016（協力）　 参加者　約１５０名

次世代自動車推進協議会幹事会　　参加者　約１４名　×１回
市町村環境イベント等への次世代自動車展示及び試乗会１４回（見込）



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　ＥＶ・ＰＨＶ及び充電インフラの普及促進
　　県内のＥＶ・ＰＨＶの普及台数　　2,649台(H26)→3,659台(H27)
　　県内の急速充電器設置基数        　102基(H26)→　158基(H27)


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	次世代自動車はまだまだ普及台数が少なく、かつ技術的に発展途上の段階にあり、産業として育つまでは県が積極的な普及促進を促すことが不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	EV普及に不可欠な急速充電器について、平成26年度から平成27年度にかけて1.5倍以上に増加した。
道の駅への積極整備を働きかけ、平成27年度末の35箇所から44箇所へ増加する見込み。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	平成28年度は、全国のＥＶ・ＰＨＶ愛好家が一堂に会する「ジャパンEVラリー2016」を誘致し、充電環境が充実している岐阜県を効果的にPRすることが出来た。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　ＥＶ・ＰＨＶについては、航続距離や充電環境に対するユーザーの誤った認識の改善が課題である。
　ＦＣＶについては、県内全域への利用環境の整備が課題である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

これまでに別途実施した、実証試験や各種調査の結果を分析して、より効率的に県費を投入して普及啓発活動を行い、次世代自動車導入促進を図る。


